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Ⅰ．施策の体系

１．「支え合い」活動の推進

少子高齢化が進展する中、核家族化や単身世帯の増加など家族形態

の変化などにより、家族における支え手が減少しています。また、他

地域からの流入や、これまで昼間は地域にいなかった奈良府民と呼ば

れる団塊の世代のリタイアなど、地域となじみの薄い住民が増加し、

人と人とのつながりや地域への帰属意識が年々希薄になっています。

このような中、地域には、生活課題を抱えた人が埋もれている場合

もあり、身近な地域で早期発見、早期支援を行うことが大切です。

こうした認識のもと、地域コミュニティの再生を図るため、住民同

士による「支え合い」活動の推進を図ります。

２．地域福祉の担い手づくり

地域において、高齢者、障害のある人、生活困窮者など様々な支援

が必要な人が増加している一方、家族形態の変化などにより、家族の

支え手が減少しています。

このような中、地域における住民主体の支え合いが不可欠となって

おり、その大きな原動力として、地域活動の推進役となるキーパーソ

ンの養成が重要となっています。また、自ら支援の声をあげない人に、

アウトリーチにより支援の手を差し伸べる専門的スキルを持ったコミ

ュニティソーシャルワークを行う人材も必要となっています。

さらに今後、高齢化の進展に伴い、福祉・介護サービスの需要がま

すます大きくなると見込まれており、人材の確保は喫緊の重要課題と

なっています。

こうした認識のもと、地域で支援が必要な人を支えるとともに、地

域福祉をコーディネートする地域福祉の担い手づくりの推進を図りま

す。
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３．安心できる福祉基盤の整備

高齢者や障害のある人など日常生活に支援が必要な人が増え続けて

いる中、平均寿命が延び、支援が必要な状態で暮らす期間が長くなる

ことが見込まれています。

このような中、たとえ支援が必要になっても、誰もが地域の中で適

切な福祉サービスを選択して利用でき、安心して暮らし続けられるよ

う、支援が必要な人を支える体制の充実強化を図るとともに、利用者

の視点に立った福祉サービスの質の向上を図ることが必要です。

こうした認識のもと、地域において、誰もが暮らしやすい安心でき

るよう福祉基盤の整備の推進を図ります。
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【施策の体系図】

（施策の柱） （施策の方向性）

Ⅰ「支え合い」

活動の推進

Ⅱ 地域福祉の

担い手づくり

Ⅲ 安心できる

福祉基盤の整備

安
心
し
て
幸
せ
に
暮
ら
す
こ
と
が
で
き
る
地
域
社
会
の
実
現
を
目
指
す
。

す
べ
て
の
県
民
が
、
相
互
に
人
格
と
個
性
を
尊
重
し
合
う
と
と
も
に
支
え
合
い
な
が
ら
、

地域のつながりを再構築するため、

地域社会の中で、住民一人ひとりが

地域の一員として互いに支え合う取

組を推進

地域住民の幅広い参画を促進するた

め、地域福祉活動を実践する地域の

人材・組織及び地域福祉を牽引する

専門職を育成

福祉・介護人材を確保するため、人

材の参入促進、資質向上、定着支援

の取組を強化

地域の福祉課題に対応するため、地

域住民のニーズﾞに応じた様々な福祉

サービスを提供

暮らしやすく安心できる日常生活を

実現するため、質の高い福祉サービ

スを安定的に供給

２.福祉サービスの質の向上

１.地域共生の仕組みづくり

１.地域福祉を推進する人材の育成・組織づくり

２.福祉・介護人材の確保

１.地域の人々を支える支援体制の充実強化
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３．安心できる福祉基盤の整備

高齢者や障害のある人など日常生活に支援が必要な人が増え続けて

いる中、平均寿命が延び、支援が必要な状態で暮らす期間が長くなる

ことが見込まれています。

このような中、たとえ支援が必要になっても、誰もが地域の中で適

切な福祉サービスを選択して利用でき、安心して暮らし続けられるよ

う、支援が必要な人を支える体制の充実強化を図るとともに、利用者

の視点に立った福祉サービスの質の向上を図ることが必要です。

こうした認識のもと、地域において、誰もが暮らしやすい安心でき

るよう福祉基盤の整備の推進を図ります。
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Ⅱ．施策の展開

１．「支え合い」活動の推進

(1) 地域共生の仕組みづくり

核家族化や高齢単身世帯の増加など家族形態の変化により、

家族内での支え手が減少しています。また、他府県等から転入

するなど地域で交流の少ない人が増え、地域での人間関係が希

薄化しています。

このような中、中山間地域では、既に高齢化が進展していま

すが、都市部でも、団塊の世代の人が１０年後の２０２５年に

は後期高齢者となることから、今後、介護など支援が必要な人

の急増が見込まれます。また、高齢者の孤立死（孤独死）、老

老介護などが社会問題となっています。

このため、地域のつながりを再構築し、すべての人が住み慣

れた地域で安心して暮らすことができるよう、地域社会の中で

住民一人ひとりが地域の一員として、互いに助け合い、支え合

う活動の推進など、地域共生の仕組みづくりを推進します。

《参考》
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【施策の展開】

①小さな拠点づくりの推進 ［実施主体：県・市町村（協働）］

・日常生活に不安を抱えているにもかかわらず、地域での交流が

少なく、困りごとを相談できない人が増えています。

・そこで、自治会単位等の小地域において、子どもから高齢者ま

で様々な地域住民が活発にコミュニケーションを図りながら、

日常的にふれあう「集い機能」、日常の困りごとの解決を図る

「相談・訪問機能」や「生活支援機能」を持った拠点づくりを

推進します。

・また、県は、市町村と協働・連携して、小地域において地域住

民の協力を得ながら、サロンの設置、地域ジャーナルの発行等

に取り組む小さな拠点づくりのモデル事業の展開、その成果の

普及等に取り組みます。

②小地域福祉活動の推進 [県・市町村・社協]

・核家族化に伴う一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦のみの世帯の

増加等により家族内で支え合う機能が低下するとともに、地域

の課題が複雑化・多様化しており、従来型の施策や個別の支援

だけでは解決することが難しい状況となっています。

・そこで、すべての人が地域で安心して暮らせるコミュニティの

再生や地域における新たな支え合いを確立するため、これまで

から地域福祉を担ってきた民生委員・児童委員や社会福祉協議

会、ボランティア団体のほか、防災、教育、就労等様々な分野

の担い手が参画・協働し、小地域における様々な福祉ニーズに

対応したサロン活動や見守り活動など、自治会や地域の住民に

よる自主的な福祉活動の取組を推進します。

・また、県は、コーディネート役として、国の制度や地域福祉に

関連する各分野の施策を市町村等につなぐなどにより、小地域

における福祉活動の円滑な推進に取り組みます。
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Ⅱ．施策の展開

１．「支え合い」活動の推進

(1) 地域共生の仕組みづくり

核家族化や高齢単身世帯の増加など家族形態の変化により、

家族内での支え手が減少しています。また、他府県等から転入

するなど地域で交流の少ない人が増え、地域での人間関係が希

薄化しています。

このような中、中山間地域では、既に高齢化が進展していま

すが、都市部でも、団塊の世代の人が１０年後の２０２５年に

は後期高齢者となることから、今後、介護など支援が必要な人

の急増が見込まれます。また、高齢者の孤立死（孤独死）、老

老介護などが社会問題となっています。

このため、地域のつながりを再構築し、すべての人が住み慣

れた地域で安心して暮らすことができるよう、地域社会の中で

住民一人ひとりが地域の一員として、互いに助け合い、支え合

う活動の推進など、地域共生の仕組みづくりを推進します。

《参考》
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③避難行動要支援者支援の充実 [県・市町村]

・災害などの緊急時に自力で避難することが困難な要支援者は、

逃げ遅れて犠牲になる可能性が高い状況にあります。

・そこで、市町村における、災害時の避難行動要支援者対策を推

進するため、県では、「災害時要援護者避難支援のための手引

き」等を活用した説明会の開催、避難行動要支援者名簿や個別

計画の策定及び福祉避難所の指定にかかる情報提供や助言など

市町村に対する支援の充実を図ります。

④民生委員・児童委員活動、老人クラブ活動の推進[県・市町村・民間等]

・地域において、高齢者や障害のある人や孤立している人など、

日常生活に支援を要する人が増加しています。

・そこで、地域住民の生活状況を把握し、要支援者に必要な福祉

情報を提供するとともに、関係機関等と連携しながら日常生活

の相談や助言等を行う、民生委員・児童委員の諸活動や、会員

相互の見守り等を行う老人クラブの友愛活動等の充実強化を図

ることにより、地域に根ざした住民の福祉活動を推進します。

⑤生活支援サービス等の推進 [県・市町村・民間等]

・地域包括ケアを推進するため、各市町村は、地域支援事業の介

護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」という）

により、生活支援サービスの充実に取り組むことが必要です。

・そこで、市町村の実情に応じた総合事業が円滑に実施されるよ

う、多様な主体による生活支援や通いの場づくり、介護予防の

取組等を支援し、多様な生活支援体制の構築を推進します。

⑥地域における子育て支援の推進 [県・市町村・民間等]

・核家族化や地域におけるつながりの希薄化、ひとり親家庭の増

加等を踏まえ、子育て不安を軽減し、安心して子育てができる

環境づくりに取り組む必要があります。

・そこで、地域で全体で子育て応援の機運を醸成するため、「奈

良県こども・子育て応援県民会議」や企業・店舗等と協働し、

イベント開催や啓発活動を実施します。
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・また、親子交流、子育て相談、情報提供等を行う「地域子育て

支援拠点事業」や親子の身近な場所で子育てに関する情報提供

や相談・助言等を行う「利用者支援事業」の普及・充実を図る

ため、地域の子育て支援従事者等の研修を実施します。

・さらに、仕事と子育ての両立を支援し、地域で安心して子育て

できる環境を整備するため、保育所、認定こども園及び放課後

児童クラブの整備や幼稚園での預かり保育を推進します。

⑦市町村地域福祉計画の策定 [市町村]

・奈良県では、県内市町村における｢市町村地域福祉計画｣の策定

率が全国最下位の状態が続いています。「市町村地域福祉計画」

は、市町村が地域の実情に応じて地域福祉の推進に積極的に取

り組む上で、その策定は大変重要な意義を有するものです。

・そこで、市町村が計画策定を円滑に進めることができるよう、

県は様々な機会を通じて計画策定を働きかけるとともに、各市

町村の特性を踏まえながら、策定方法等の情報提供、必要に応

じた個別支援等を行うことにより、市町村における地域福祉推

進の指針となる「市町村地域福祉計画」の策定を推進します。

⑧地域福祉に関する研究・意識啓発・機運醸成 [県・市町村・社協]

・地域福祉の活動は、地域生活を豊かにする上で大変意義のある

活動ですが、その目的や内容が、十分に伝わっていないとの声

もあります。地域の生活課題を発見し、解決につなげるために

は、地域の住民や団体、企業等の幅広い参加が必要不可欠です。

・家庭や地域での支え手が少なくなる中、支援が必要な人をもら

すことなく、効果的・効率的に地域福祉の推進に取り組むこと

が求められています。

・そこで、県・市町村・社協等が協働で地域福祉の取組等に関す

る研究を行い、その研究成果を県域で地域福祉に取り組む機関

や関係者で共有を図ります。また、県は、県社協や市町村等と

協力し、様々な媒体を使って広報普及活動を推進することによ

り、地域福祉活動の大切さを県民に広め、意識啓発・機運醸成

を図ります。
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・そこで、市町村における、災害時の避難行動要支援者対策を推

進するため、県では、「災害時要援護者避難支援のための手引

き」等を活用した説明会の開催、避難行動要支援者名簿や個別
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相互の見守り等を行う老人クラブの友愛活動等の充実強化を図

ることにより、地域に根ざした住民の福祉活動を推進します。

⑤生活支援サービス等の推進 [県・市町村・民間等]

・地域包括ケアを推進するため、各市町村は、地域支援事業の介

護予防・日常生活支援総合事業（以下、「総合事業」という）

により、生活支援サービスの充実に取り組むことが必要です。

・そこで、市町村の実情に応じた総合事業が円滑に実施されるよ

う、多様な主体による生活支援や通いの場づくり、介護予防の

取組等を支援し、多様な生活支援体制の構築を推進します。

⑥地域における子育て支援の推進 [県・市町村・民間等]

・核家族化や地域におけるつながりの希薄化、ひとり親家庭の増
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２．地域福祉の担い手づくり

(1) 地域福祉を推進する人材の育成・組織づくり

地域福祉活動の継続には、その活動の中心となって支える人

材や組織が必要です。また、中心となる人材には、地域住民の

キーパーソンと専門職の双方が必要です。

地域福祉を支える人材の確保にあたっては、地域の団塊の世

代や将来的に地域を担う若い世代にも、地域貢献活動への参加

を積極的に働きかけ、人材育成に取り組むことが必要です。ま

た、地域福祉活動を継続的かつ計画的に安定して取り組むには、

組織づくりも必要です。

このため、地域福祉活動を積極的に実践する地域の人材や地

域福祉を牽引する専門職の育成及び、地域の課題を踏まえた地

域福祉活動を継続的に展開する組織づくりを推進します。

《参考》
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【施策の展開】

①コミュニティソーシャルワーク活動の充実、県域ネットワークの

構築 ［実施主体：県・県社協・市町村社協（協働）］

・地域が抱える課題は、複雑化・多様化しており「自助」や「公

助」だけでは対応できないニーズも存在し、「共助」も重要な

要素です。また、地域には、支援が必要であるにもかかわらず、

制度の狭間に陥って声を上げられない人もいます。

・そこで、県と県社協が協働して、地域に入ってアウトリーチに

より課題解決に向けた実践を行う「コミュニティソーシャルワ

ーカー（ＣＳＷ）」の育成を行うとともに、市町村社協でのＣ

ＳＷの活動支援に取り組みます。

・また、地域課題の解決を図るため、県がコーディネート役とな

って市町村や地域に必要な多様な人材、福祉以外の分野も含め

た情報等の資源をつなぐなど、県域ネットワークの構築を推進

します。

②生活支援コーディネーター等の養成 ［県・市町村・県社協］

・高齢単身世帯や高齢者のみの世帯が増加しており、生活支援の

必要性が高まっています。

・そこで、生活支援サービスの充実に向けて、様々なサービス資

源の開発、生活支援のネットワーク構築、ニーズとサービスの

マッチング等を行う「生活支援コーディネーター」を養成する

とともに、地域における日常的な生活支援の担い手となる「生

活・介護支援サポーター」を養成することにより、高齢者の生

活支援ニーズに対してきめ細かく取り組みます。

③認知症サポーター、認知症キャラバンメイトの養成 ［県・市町村］

・高齢化の進展に伴い、今後も認知症高齢者の増加が予想されま

す。誰もが認知症になる可能性があり、また、誰もが介護者と

して認知症に関わる可能性があることから、認知症は身近な問

題として社会全体で理解を深める必要があります。
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２．地域福祉の担い手づくり

(1) 地域福祉を推進する人材の育成・組織づくり

地域福祉活動の継続には、その活動の中心となって支える人

材や組織が必要です。また、中心となる人材には、地域住民の

キーパーソンと専門職の双方が必要です。

地域福祉を支える人材の確保にあたっては、地域の団塊の世

代や将来的に地域を担う若い世代にも、地域貢献活動への参加

を積極的に働きかけ、人材育成に取り組むことが必要です。ま

た、地域福祉活動を継続的かつ計画的に安定して取り組むには、

組織づくりも必要です。

このため、地域福祉活動を積極的に実践する地域の人材や地

域福祉を牽引する専門職の育成及び、地域の課題を踏まえた地

域福祉活動を継続的に展開する組織づくりを推進します。

《参考》
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・そこで、認知症の人と家族を支援する認知症サポーター及びサ

ポーター養成役となる認知症キャラバンメイトを確保すること

により、認知症に対する正しい知識と理解の普及啓発に取り組

み、認知症の人と家族にやさしいまちづくりを推進します。

④まほろば「あいサポート」運動の推進 ［県・市町村・民間等］

・障害は誰にでも生じる可能性があること、また、多種多様で同

じ障害でも一律でないこと、外見では分からない障害のために

理解されず苦しんでいる人がいること、周囲の配慮があれば活

躍できることがたくさんあること等について理解を深める必要

があります。

・そこで、県民や企業・団体等を対象に、障害への理解を深める

ための研修を幅広く実施し、様々な障害の特性やそれぞれに必

要な配慮を理解し、日常生活で障害のある人に対するちょっと

した手助けを実践していく「あいサポーター」の養成に取り組

んでいます。今後も、市町村や関係団体等と協働して、すべて

の県民が障害についての理解を深め、障害のある人もない人も

ともに暮らしやすい奈良県の実現を目指します。

⑤ＮＰＯ、ボランティア活動の推進 ［県・県社協・市町村］

・地域におけるつながりが希薄化している中、地域の社会的課題

の解決に貢献する活動の重要性が高まっています。また、地域

福祉の必要性を感じ、地域貢献に関して関心があり、意欲と能

力がありながら、ボランティア活動等への参画にはつながって

いない人がいます。

・そこで、若い世代がボランティア活動を体験できる機会を提供

するとともに、熱意のある地域住民が、いつでも、どこでも、

自主的に地域に関わり福祉活動に参加する社会を実現するた

め、活動の機会や様々な世代の人たちが交流できる場を提供す

るなど、ボランティア活動の支援や推進に取り組みます。
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(2) 福祉・介護人材の確保

急速な高齢化の進展等により、福祉・介護ニーズの増大が見

込まれる中、福祉・介護職の良くないイメージ等から就職希望

者が少ないうえ、短期で離職する職員も多く、今後も福祉・介

護人材の需要が供給を上回っていくことが予想されることか

ら、福祉・介護人材の確保は喫緊の課題となっています。

このため、県、有識者、事業者、斡旋機関等の協働・連携に

よる取組を強化し、事業所等における就労環境や処遇の改善な

ども含め、新たな人材の参入促進、職員の資質向上、定着支援

に取り組み、福祉・介護人材の確保を強力に推進します。

《参考》
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【施策の展開】

①奈良県福祉・介護事業所認証制度の導入・運営［県・県社協・民間等］

・求職者が知りたい福祉・介護職場の状況や就労環境、雇用条件

などの情報が、求職者にわかりづらい状況であることから、福

祉・介護職場への就職者を増やすためには、まず、求職者に福

祉・介護職場の正しい情報を提供する必要があります。

・また、福祉・介護職場では、離職者が多いことから、職場の就

労環境の改善などにより、職員の定着を図る必要があります。

・そこで、就労環境等について一定基準を満たした事業所を知事

が認証し、事業所の情報をホームページ等で「見える化」する

ことにより、福祉・介護人材の確保及び福祉・介護職場の就労

環境等の整備を推進します。

②福祉・介護人材確保に向けた協働連携の取組 ［県・県社協・民間等］

・これまで、福祉・介護人材の確保対策については、事業所や人

材斡旋機関等がそれぞれに取組を行ってきましたが、人材の不

足感を持っている事業所が多い状況にあることから、今後ます

ます福祉・介護人材の需要が高まることが見込まれます。

・そこで、福祉・介護人材の確保に向け、協働・連携により実践

的に取り組む組織として、県、有識者、事業者、人材斡旋機関、

職能団体、養成校の代表者等からなる「奈良県福祉・介護人材

確保協議会」を平成２７年９月に設立しました。今後とも、こ

の協議会を中心に、効果的・効率的な協働・連携の取組を幅広

く実施し、福祉・介護人材の確保を推進します。

– 34 –



- 35 -

③奈良県福祉人材センターの充実強化 ［県・県社協］

・福祉の仕事に関する無料職業紹介や就職活動についての相談、

資格取得等に関する情報提供など求職者に対する支援のほか、

福祉サービス施設・事業所における人材確保に関する支援や人

材育成事業等を行う機関として、県社協に福祉人材センターを

設置しています。福祉・介護人材のニーズが高まる中、今後ま

すますセンターの果たす役割に期待が寄せられています。

・そこで、福祉・介護人材の質・量ともにニーズに応えられるよ

う、職場体験事業等による新たな人材の参入促進、一旦離職し

た潜在介護人材に対する介護職への再就職の促進、求職者と求

人双方のニーズに応じたきめ細かなマッチング、各種研修事業

による人材育成やキャリアパス確立に向けた支援のほか広報啓

発事業など、きめ細かな取組の充実を図ります。

④子育て人材確保対策の充実強化 ［県・県社協・民間等］

・待機児童の解消を妨げる原因の一つとして、保育士を確保する

ことが困難ということがあげられます。

・そこで、保育士の確保を図るため、「奈良県保育士人材バンク」

による潜在的保育士の就職支援や保育士のキャリア認定研修を

実施するとともに、子育て支援員や放課後児童支援員等の子育

て人材の養成に取り組みます。
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３．安心できる福祉基盤の整備

(1) 地域の人々を支える支援体制の充実強化

地域福祉を取り巻く課題は、少子高齢化、障害のある人の支

援、ひとり親、児童虐待、生活困窮など多様化しており、支援

を求める人の中には、複合的な課題を抱えるケースや、既存の

相談支援機関では対応しづらい、いわゆる「制度の狭間」にあ

るケースも存在します。

このため、支援を要する地域住民を把握するとともに、地域

の支援ネットワークを活用して、要支援者のニーズに応じた様

々な福祉サービスを提供する等により、地域の人々を支える支

援体制の充実強化を推進します。

《参考》
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【施策の展開】

①生活困窮者自立支援の充実 ［県・市町村］

・生活保護受給世帯の増加や生活困窮に陥るリスクが高い人が増

加する中、生活困窮に陥る前に手を差し伸べ自立の促進を図る

ため、平成２７年４月から生活困窮者自立支援制度がスタート

し、福祉事務所設置のすべての自治体で、必須事業である相談

窓口が設置されましたが、任意事業の取り組みは低調な状況に

あります。

・そこで、経済的自立に向けた就労支援など支援のネットワーク

を広げて相談窓口における相談支援体制の更なる充実を図ると

ともに、子どもの学習支援など任意事業の取組を広げることに

より、生活困窮者に対する自立支援策の強化を図るとともに、

生活保護から脱却した人が再び生活保護に陥ることがないよう

支援の充実に取り組みます。

②出所者の地域生活への定着支援 ［県］

・刑務所など矯正施設には、福祉サービスが必要な高齢者や障害

のある人も入所しています。これらの人の中には、罪を償い退

所した後も、自力では必要な福祉サービスに辿りつけず、再び、

罪を繰り返し矯正施設に戻るケースもあります。

・そこで、矯正施設の出所予定者のうち、高齢者や障害のある人

など福祉的支援を必要とする人に対して、出所後直ちに福祉サ

ービスにつなげるため、地域生活定着支援センターにおける、

福祉サービス等に係るニーズの確認や受入先施設等のあっせん

等の充実を図ります。また、入所施設へのフォローや出所後の

福祉サービスの利用について、本人やその関係者からの相談に

応じ、助言その他必要な支援を行うことにより、地域での生活

の定着が図れるよう福祉的な支援を推進します。
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《参考》
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③権利擁護の推進 ［県・市町村・県社協・市町村社協］

・認知症の人や障害のある人など判断能力が十分でない人々の権

利を守り、その尊厳を保持するため、必要に応じて本人の意思

決定を支援する取組の充実が求められています。

・そこで、このような判断能力が十分でない人々の権利擁護を図

り、自立した生活を送ることができるよう、市町村や市町村社

会福祉協議会等において福祉サービスの利用援助や日常の金銭

管理等の支援を行う日常生活自立支援事業の推進、成年後見制

度の普及に取り組みます。

・また、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、当事

者及びその家族に対する支援の充実に取り組みます。

④ひとり親家庭への支援の充実 ［県・市町村］

・ひとり親家庭は、子育てと生計の担い手という役割を一人で担

っており、雇用、経済状況等などについて厳しい環境に置かれ

ています。

・そこで、母子家庭等就業・自立支援センター（奈良県スマイル

センター）において、ひとり親家庭の親に対する就業相談や就

業支援講習の実施など、ひとり親家庭の自立に向けた支援の充

実に取り組みます。

・また、ひとり親家庭の子どもに対して、居場所の提供や学習支

援を行うなど、ひとり親家庭の子どもの安全・安心の確保、心

のケア、学力向上に取り組みます。

⑤「スマホ」を活用した健康づくりの推進 ［県・市町村］

・医療施設や商業施設が地理的に遠いなど、山間部の高齢者等が

暮らす環境は非常に厳しいものがあります。

・そこで、スマートフォンを活用して、高齢者や障害のある人等

に向けた、健康づくりをはじめとする地域の実情に応じた様々

な生活支援サービスを提供するアプリ等を開発し、市町村への

普及を推進します。
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⑥障害を理由とする差別の解消の推進 ［県・市町村・民間等］

・今なお、障害のある人に対する障害を理由とする不利益な取

扱いや、障害のある人の社会参加や自立を制限する様々な障

壁が存在しています。

・そこで、平成２７年３月に制定した、「奈良県障害のある人も

ない人も暮らしやすい社会づくり条例」に基づき、障害を理由

とする不利益な取扱い及び合理的配慮の不提供を禁止するとと

もに、県に設置する相談窓口における相談等により、障害を理

由とする差別の解消を目指します。

⑦おもいやり駐車場制度の運営 ［県・民間等］

・地域には、車いす使用者や高齢者、障害のある人、難病患者、

妊産婦など移動に配慮が必要な人がおられますが、今後、高齢

化の進展により、これらの人がますます増加することが見込ま

れます。

・そこで、移動に配慮が必要な人に優先的に利用いただける駐車

区画を公共施設や商業施設等に整備するとともに、その利用証

を交付する「奈良県おもいやり駐車場制度」を平成２８年１月

から実施しました。今後この制度の周知・拡充を図ることによ

り、誰もが安心して移動できる地域社会の実現を目指します。

⑧包括的なケア体制が整備された福祉のまちづくり推進［県・市町村］

・高齢者や障害のある人が地域生活を営むためには、行動の障壁

を取り除くことが求められています。

・そこで、奈良県福祉のまちづくり条例等に基づき、高齢者や障

害のある人を含むすべての人が安全に安心して生活するため、

公共的施設等のバリアフリー情報を提供することなどにより、

誰もが積極的に社会参加できる社会の構築を目指します。

・また、医療、介護、住まい、健康づくり、子育て、生活支援な

ど様々なフォーマル・インフォーマルのサービスが整備され

た、高齢者や障害のある人にもやさしい福祉のまちづくりを推

進します。
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③権利擁護の推進 ［県・市町村・県社協・市町村社協］

・認知症の人や障害のある人など判断能力が十分でない人々の権

利を守り、その尊厳を保持するため、必要に応じて本人の意思

決定を支援する取組の充実が求められています。

・そこで、このような判断能力が十分でない人々の権利擁護を図

り、自立した生活を送ることができるよう、市町村や市町村社

会福祉協議会等において福祉サービスの利用援助や日常の金銭

管理等の支援を行う日常生活自立支援事業の推進、成年後見制

度の普及に取り組みます。

・また、住み慣れた地域で安心して暮らし続けられるよう、当事

者及びその家族に対する支援の充実に取り組みます。

④ひとり親家庭への支援の充実 ［県・市町村］

・ひとり親家庭は、子育てと生計の担い手という役割を一人で担

っており、雇用、経済状況等などについて厳しい環境に置かれ

ています。

・そこで、母子家庭等就業・自立支援センター（奈良県スマイル

センター）において、ひとり親家庭の親に対する就業相談や就

業支援講習の実施など、ひとり親家庭の自立に向けた支援の充

実に取り組みます。

・また、ひとり親家庭の子どもに対して、居場所の提供や学習支

援を行うなど、ひとり親家庭の子どもの安全・安心の確保、心

のケア、学力向上に取り組みます。

⑤「スマホ」を活用した健康づくりの推進 ［県・市町村］

・医療施設や商業施設が地理的に遠いなど、山間部の高齢者等が

暮らす環境は非常に厳しいものがあります。

・そこで、スマートフォンを活用して、高齢者や障害のある人等

に向けた、健康づくりをはじめとする地域の実情に応じた様々

な生活支援サービスを提供するアプリ等を開発し、市町村への

普及を推進します。
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(2) 福祉サービスの質の向上

本人や家族だけでは対応できない福祉課題を抱えている人

は、地域社会とつながりがないと必要な支援を受けることがで

きません。

誰もが住み慣れた地域で暮らしていくためには、本人の意思

による自己決定が尊重され、その人に合った福祉サービスを選

択し、地域の中で安心して適切な福祉サービスを利用できる環

境を整えることが必要です。

このため、相談体制の充実や情報提供体制の整備を進めるな

ど、利用者の立場に立った質の高い福祉サービスを安定的に提

供するための基盤整備を行い、福祉サービスの質の向上を図り

ます。

《参考》
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【施策の展開】

①福祉サービス第三者評価の受審促進 ［県・県社協］

・社会福祉施設等におけるサービスの質の向上には、どのような

点が充足・不足しているのかを施設等が認識する必要がありま

す。また、施設等の利用者側からは、実際に利用する前にどの

ようなサービスを受けられるか等の情報が求められています。

・そこで、第三者による公正・中立かつ専門的な評価を行い、評

価内容等を公表することにより、施設等のサービスの質の向上

や利用者の良質な福祉サービスの選択の支援に取り組みます。

②社会福祉法人の地域貢献活動の促進 ［県・県社協・民間等］

・社会福祉法人には、公益性・非営利性を担保することが求めら

れています。

・そこで、県内の社会福祉法人が、地域の住民や学校、企業等と

関わりを持ちながら、地域福祉の拠点として、施設の開放、文

化行事の開催、災害時の拠点、児童・生徒の福祉体験、ボラン

ティア活動など様々な地域社会への貢献活動に取り組むことを

促進します。

③事業所の苦情処理システムの充実 ［県・県社協］

・利用者と事業者が対等な関係で福祉サービスを利用できるよ

う、事業者には、苦情を申し出やすい環境を整え、適切な解決

を図る仕組みづくりが求められます。

・しかし、当事者である利用者やその家族から、直接事業所へ苦

情を申し出することには心理的な抵抗が伴うことを踏まえ、奈

良県社会福祉協議会に奈良県運営適正化委員会を設置し、第三

者機関として公正中立な立場から苦情解決を図っています。

・今後は、奈良県運営適正化委員会の機能を活かしつつ、適切な

苦情解決が図れるよう、事業所の苦情受付担当者や苦情解決責

任者のスキル向上に取り組むとともに、第三者委員の設置を促

進し、事業所段階における苦情処理システムの更なる充実を図

ります。

④奈良県福祉・介護事業所認証制度の導入・運営（再掲）
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(2) 福祉サービスの質の向上

本人や家族だけでは対応できない福祉課題を抱えている人

は、地域社会とつながりがないと必要な支援を受けることがで

きません。

誰もが住み慣れた地域で暮らしていくためには、本人の意思

による自己決定が尊重され、その人に合った福祉サービスを選

択し、地域の中で安心して適切な福祉サービスを利用できる環

境を整えることが必要です。

このため、相談体制の充実や情報提供体制の整備を進めるな

ど、利用者の立場に立った質の高い福祉サービスを安定的に提

供するための基盤整備を行い、福祉サービスの質の向上を図り

ます。

《参考》
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